
予算特別委員会

民生費
377億4,905万円（54.1％）
高齢者・障害者への
サービス、子育て支援、
生活保護など

市税
319億868万円（45.7％）
市民税、固定資産税など

国庫支出金
116億1,255万円（16.6％）
使い方が決められている
国からの補助金など

使用料及び手数料
7億2,429万円（1.0％）
施設の使用料、
ごみ収集手数料など

その他
31億8,221万円（4.6％）
市有地の売却による
収入や寄附金など

総務費
80億2,209万円（11.5％）
市役所の運営費、
職員の人件費、
コミュニティの推進など

公債費
59億8,192万円（8.6％）
借入金の返済など

市債
40億8,210万円（5.8％）
道路建設などの借入金

都支出金
91億8,149万円（13.2％）
使い方が決められている
都からの補助金など

繰入金
18億6,795万円（2.7％）
基金（市の貯金）
から繰り入れた
お金など

地方交付税
30億5,300万円（4.4％）
使い方が決められて
いない国からの交付金

地方消費税交付金
32億4,700万円（4.7％）
地方消費税のうち、
市区町村に配分される
もの

分担金及び負担金
9億4,997万円（1.4％）
保育料など

教育費
64億9,184万円（9.3％）
小中学校やスポーツ
施設の運営費など

土木費
35億6,024万円（5.1％）
道路や公園の整備など

衛生費
46億3,447万円（6.6％）
ごみ収集、健康促進など

消防費
24億3,539万円（3.5％）
防災対策など

議会費
4億6,885万円（0.7％）
議会の運営費、
議員の報酬など

その他
4億6,539万円（0.7％）
商店街や農業の振興など

◆
一
般
会
計（
第
５
号
）

【
説
明
】
歳
入
歳
出
予
算
か
ら

そ
れ
ぞ
れ
７
億
６
千
538
万
３
千

円
を
減
額
し
、
総
額
を
718
億
３

千
980
万
６
千
円
と
す
る
も
の
。

【
主
な
質
疑
項
目
】

・
第
３
表
地
方
債
補
正
の
廃
止

の
振
り
か
え
財
源
に
つ
い
て

・
個
人
市
民
税
、
固
定
資
産
税

の
増
額
要
因
の
分
析
と
今
後

の
見
通
し
に
つ
い
て

・
不
動
産
売
払
収
入
が
何
年
に

も
わ
た
っ
て
減
額
補
正
さ
れ

て
い
る
が
、
見
通
し
、
積
算

根
拠
、
民
間
売
却
の
可
能
性
、

市
財
政
へ
の
影
響
に
つ
い
て

・
一
般
寄
附
金
と
ふ
る
さ
と
納

税
寄
附
金
の
違
い
、
内
訳
、

総
務
省
通
達
の
影
響
、
返
礼

品
の
内
訳
、
市
民
税
の
流
出

額
に
つ
い
て

・
既
存
介
護
施
設
等
ス
プ
リ
ン

ク
ラ
ー
整
備
支
援
事
業
費
補

助
金
を
利
用
し
な
か
っ
た
理

由
と
代
替
工
事
の
内
容
に
つ

い
て

平
成
30
年
度
当
初
予
算

平
成
29
年
度
補
正
予
算

平
成
30
年
度
補
正
予
算

◆
一
般
会
計

【
説
明
】
歳
入
歳
出
予
算
の
総

額
を
そ
れ
ぞ
れ
744
億
４
千
200
万

円
と
す
る
も
の
。
債
務
負
担
行

為
は
、
庁
舎
事
務
機
器
等
リ
ー

ス
料
な
ど
29
件
を
予
定
。
地
方

債
は
、
防
災
・
保
谷
保
健
福
祉

総
合
セ
ン
タ
ー
空
調
設
備
整
備

事
業
な
ど
18
事
業
、
79
億
８
千

540
万
円
の
借
入
限
度
額
を
予
定
。

一
時
借
入
金
の
最
高
額
は
、
60

億
円
と
定
め
る
。

【
主
な
質
疑
項
目
】

・
個
人
市
民
税
の
増
加
と
実
質

賃
金
の
動
向
に
つ
い
て

・
法
人
市
民
税
の
均
等
割
納
税

義
務
者
の
増
加
と
中
小
零
細

法
人
の
状
況
に
つ
い
て

・
固
定
資
産
税
・
都
市
計
画
税

の
税
率
の
見
通
し
に
つ
い
て

・
不
動
産
売
払
収
入
の
売
却
の

見
通
し
に
つ
い
て

・
公
共
施
設
等
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

基
本
計
画
の
検
討
課
題
に
あ

る
エ
リ
ア
ご
と
の
配
置
、
複

合
化
に
よ
る
効
果
、
福
祉
政

策
と
の
か
か
わ
り
に
つ
い
て

・
市
民
会
館
の
利
用
者
意
見
、

ホ
ー
ル
機
能
の
考
え
方
、
必

要
な
活
動
場
所
の
考
え
方
、

調
査
事
業
者
へ
の
前
提
条
件

に
つ
い
て

・
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
の
普

及
状
況
と
現
行
の
住
民
票
等

自
動
交
付
機
の
廃
止
の
考
え

方
に
つ
い
て

・
最
近
の
選
挙
に
お
け
る
期
日

前
投
票
の
状
況
と
期
日
前
投

票
所
増
設
の
条
件
に
つ
い
て

・
公
立
保
育
園
の
基
幹
園
の
役

割
並
び
に
公
設
民
営
か
ら
民

設
民
営
へ
の
考
え
方
、
進
め

方
に
つ
い
て

・
ご
み
収
集
ル
ー
ト
最
適
化
に

よ
る
財
政
効
果
と
市
民
の
利

便
性
向
上
へ
の
還
元
方
策
に

つ
い
て

・
都
市
の
緑
地
・
農
地
を
守
る

視
点
か
ら
の
農
業
振
興
に
つ

い
て

・
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
バ
ス
運
行
補

助
金
の
増
加
理
由
と
評
価
指

標
に
つ
い
て

・
私
道
整
備
工
事
に
お
け
る
道

路
の
耐
用
年
数
、
総
延
長
、

申
請
か
ら
工
事
ま
で
の
期
間

に
つ
い
て

・
無
電
柱
化
推
進
計
画
の
委
託

の
概
要
、
整
備
区
間
、
市
の

計
画
の
位
置
づ
け
、
都
の
財

政
支
援
、
整
備
後
の
費
用
負

担
に
つ
い
て

・
田
無
駅
南
口
駅
前
広
場
整
備

と
都
市
計
画
道
路
の
一
体
的

な
整
備
及
び
事
業
効
果
の
高

め
方
に
つ
い
て

・
空
き
家
対
策
ア
ン
ケ
ー
ト
調

査
に
同
封
し
た
パ
ン
フ
レ
ッ

ト
の
選
定
経
緯
と
官
民
協
働

の
考
え
方
に
つ
い
て

・
校
庭
整
備
工
事
の
実
施
校
、

工
事
内
容
、
選
定
基
準
、
今

後
の
予
定
、
交
付
金
と
計
画

推
進
の
関
係
に
つ
い
て

・
図
書
館
に
係
る
新
座
市
と
の

協
議
状
況
、
負
担
金
の
算
出

方
法
、
今
後
の
協
議
に
つ
い

て
【
結
果
】
賛
成
多
数
で
可
決

◆
国
民
健
康
保
険
特
別
会
計

【
結
果
】
賛
成
多
数
で
可
決

◆
下
水
道
事
業
特
別
会
計

◆
駐
車
場
事
業
特
別
会
計

予
算
特
別
委
員
会
の
審
査
か
ら

国民健康保険特別会計

下水道事業特別会計

駐車場事業特別会計

介 護 保 険 特 別 会 計

後期高齢者医療特別会計

会　 計　 区　 分

一　 般　 会　 計

特　 別　 会　 計

合　　　　　　計

平成30年度予算額

 698億　923万円 702億2,900万円 △0.6%

 434億5,174万円 464億6,927万円 △6.5%

 192億8,541万円 227億2,222万円 △15.1%

 28億1,540万円 29億　314万円 △3.0%

 1億2,704万円 1億3,104万円 △3.1%

 166億　871万円 163億2,036万円 1.8%

 46億1,519万円 43億9,251万円 5.1%

 1,132億6,097万円 1,166億9,827万円 △2.9%

平成29年度予算額 伸び率

※平成30年度一般会計は、補正予算（第１号）46億3,277万円の減額を含む。
※表示単位未満を四捨五入しているため、合計額と一致しない場合があります。

一般会計・特別会計予算比較表

第
１
回
定
例
会
で
は
、
平
成
30
年
度
当
初
予
算
に
つ
い
て
、
一
般
会
計
の
ほ
か
、
５
つ
の
特
別
会

計
の
予
算
を
、
３
月
14
日
か
ら
９
日
間
、
予
算
特
別
委
員
会
で
審
査
し
ま
し
た
。

ま
た
、
平
成
29
年
度
補
正
予
算
に
つ
い
て
、
３
月
５
日
、
６
日
に
審
査
し
ま
し
た
。

（
平
成
30
年
度
一
般
会
計
補
正
予
算
（
第
１
号
）
及
び
平
成
29
年
度
一
般
会
計
補
正
予
算
（
第
６
号
）

に
つ
い
て
は
、
定
例
会
最
終
日
の
本
会
議
に
お
い
て
審
議
し
ま
し
た
。）

こ
こ
で
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
主
な
審
査
内
容
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

◇
質
問
の
内
容
の
詳
細
は
会
議
録
に
掲
載
し
ま
す
。「
会
議
録
の
公
開
予
定
」は
10
面
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

歳入 歳出

一
般
会
計
歳
入
・
歳
出
予
算
の
内
訳

平
成
30
年
度
予
算
総
額（
一
般
会
計
） 

698
億
923
万
円（
前
年
比 

0.6 
％
減
）

住
民
１
人
当
た
り　
約
35
万
円　
　
１
世
帯
当
た
り　
約
73
万
円

※

平
成
30
年
４
月
１
日
現
在
の
人
口
、世
帯
数
に
よ
る

※

表
示
単
位
未
満
を
四
捨
五
入
し
て
い
る
た
め
、合
計
額
と
一
致
し
な
い
場
合
が
あ
り
ま
す

【
結
果
】
賛
成
全
員
で
可
決

◆
介
護
保
険
特
別
会
計

【
結
果
】
賛
成
多
数
で
可
決

◆
後
期
高
齢
者
医
療
特
別
会
計

【
結
果
】
賛
成
全
員
で
可
決

・
介
護
保
険
の
地
域
支
援
事
業

が
減
少
し
た
理
由
、
第
６
期

計
画
の
見
込
み
と
の
相
違
に

つ
い
て

・
民
間
保
育
所
施
設
の
整
備
状

況
、
年
齢
別
待
機
児
の
状
況
、

設
置
に
至
ら
な
い
要
因
に
つ

い
て

・
市
道
118
号
線
路
面
補
修
工
事

の
概
要
、
完
了
予
定
に
つ
い

て
・
市
営
住
宅
の
現
状
と
再
編
に

向
け
た
課
題
に
つ
い
て

・
耐
震
改
修
等
事
業
費
の
件
数

と
効
果
、
取
り
組
み
の
ス
タ

ン
ス
、
診
断
と
改
修
の
差
に

つ
い
て

・
職
員
手
当
の
う
ち
退
職
手
当

が
勧
奨
退
職
者
及
び
普
通
退

職
者
の
増
と
あ
る
が
、
人
数
、

年
代
、傾
向
、影
響
に
つ
い
て

◆
国
民
健
康
保
険
特
別
会
計

（
第
２
号
）

◆
下
水
道
事
業
特
別
会
計

（
第
２
号
）

◆
介
護
保
険
特
別
会
計

（
第
３
号
）

◆
後
期
高
齢
者
医
療
特
別
会
計

（
第
２
号
）

【
結
果
】
賛
成
全
員
で
可
決

◆
一
般
会
計（
第
６
号
）

【
説
明
】
歳
入
歳
出
予
算
に
そ

れ
ぞ
れ
46
億
３
千
190
万
１
千
円

を
追
加
し
、
総
額
を
764
億
７
千

170
万
７
千
円
と
す
る
も
の
。

【
結
果
】
賛
成
全
員
で
可
決

◆
一
般
会
計（
第
１
号
）

【
説
明
】
歳
入
歳
出
予
算
か
ら

そ
れ
ぞ
れ
46
億
３
千
276
万
７
千

円
を
減
額
し
、
総
額
を
698
億
923

万
３
千
円
と
す
る
も
の
。
地
方

債
補
正
は
、
上
向
台
小
学
校
校

舎
等
大
規
模
改
造
事
業
及
び
中

原
小
学
校
校
舎
等
建
替
事
業
を

１
億
６
千
820
万
円
減
額
、
小
学

校
特
別
教
室
空
調
設
備
整
備
事

業
及
び
（
仮
称
）
第
10
中
学
校

整
備
事
業
を
廃
止
す
る
。

【
結
果
】
賛
成
全
員
で
可
決

予算特別委員会の審査から

平成30年5月15日　 発行 第78号 （8）

西東京市


